
 1 / 21 

 

審決 

 

不服２０１９－１５５９６ 

 

（省略） 

請求人 安井株式会社 

 

（省略） 

代理人弁理士 特許業務法人ライトハウス国際特許事務所 

 

（省略） 

請求人 株式会社藤井基礎設計事務所 

 

（省略） 

代理人弁理士 特許業務法人ライトハウス国際特許事務所 

 

 

 特願２０１５－９２３００「難燃性、加工性、透明性、および成形後の機械

的強度に優れる樹脂組成物」拒絶査定不服審判事件〔平成２８年１２月１５日

出願公開、特開２０１６－２１０８２３〕について、次のとおり審決する。 

 

結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

理由 

第１ 手続の経緯 

 本願は、平成２７年４月２８日を出願日とする出願であって、平成３０年１

１月３０日付けの拒絶理由に対し、平成３１年４月３日に意見書及び手続補正

書が提出され、令和元年８月１６日付けで拒絶査定がなされ、これに対し、同

年１１月２０日に拒絶査定不服審判が請求されると同時に手続補正書が提出さ

れ、同年１２月２９日に手続補正書（方式）が提出されたものである。 

 

第２ 令和元年１１月２０日付けの手続補正についての補正の却下の決定 

［補正の却下の決定の結論］ 

 令和元年１１月２０日付けの手続補正を却下する。 

 

［理由］ 

１ 本件補正について 

 令和元年１１月２０日付けの手続補正（以下「本件補正」という。）は、補

正前の特許請求の範囲の請求項１である、 

 「ポリカーボネート４０〜８２．２質量％と、アセチル化リグノフェノール

３〜２０質量％と、リン系難燃剤１０〜２０質量％とを含み、酸化防止剤が０．
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０７質量％以下である、樹脂組成物。」を、補正後の特許請求の範囲の請求項

１である、 

「ポリカーボネート４０〜７９．７質量％と、アセチル化リグノフェノール１

０〜２０質量％と、リン系難燃剤１０〜２０質量％とを含み、酸化防止剤が０．

０７質量％以下である、樹脂組成物。」（以下、「本件補正発明」という。）

とする補正を含むものである。 

 

２ 補正の適否 

（１）補正の目的について 

 本件補正は、ポリカ―ボネートの含有量を本件補正前の「４０〜８２．２質

量％」から「４０〜７９．７質量％」に減縮し、また、アセチル化リグノフェ

ノールの含有量を本件補正前の「３〜２０質量％」から「１０〜２０質量％」

に減縮するものであり、その補正前の当該請求項に記載された発明とその補正

後の当該請求項に記載される発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課

題が同一であるから、本件補正は、特許法第１７条の２第５項第２号に掲げる

特許請求の範囲の減縮を目的とするものに該当する。 

 

（２）独立特許要件について 

 そこで、本件補正発明が特許出願の際独立して特許を受けることができるも

のであるか（特許法第１７条の２第６項において準用する同法第１２６条第７

項の規定に適合するか）について検討する。 

 

ア 刊行物 

刊行物１：特開２０１３－２０４０１６号公報（原審における引用文献１） 

刊行物２：特開２０１３－１００３８７号公報（原審における引用文献２） 

 

イ 刊行物の記載事項 

（ア）刊行物１に記載された事項 

 刊行物１には、以下の事項が記載されている。 

１ａ 「【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

 （Ａ）主鎖が一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位及び一般式（ＩＩ）で表

される構成単位（但し、ｎ＝１５〜２００）を有するポリカーボネート－ポリ

オルガノシロキサン共重合体を含有するポリカーボネート樹脂９９〜５０質

量％、及び 

 （Ｂ）下記一般式（１）で表される部分構造を有するリグノフェノール類１

〜５０質量％からなる樹脂混合物であって、一般式（ＩＩ）で表される構成単

位の含有量が、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物において０．２

〜４質量％である樹脂混合物を含有するポリカーボネート樹脂組成物。 

【化１】 
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〔式中、Ｒ1 及びＲ2 は、それぞれ独立に、ハロゲン原子、炭素数１〜６のアル

キル基又は炭素数１〜６のアルコキシ基を示す。Ｘは、単結合、炭素数１〜８

のアルキレン基、炭素数２〜８のアルキリデン基、炭素数５〜１５のシクロア

ルキレン基、炭素数５〜１５のシクロアルキリデン基、－Ｓ－、－ＳＯ－、－

ＳＯ2－、－Ｏ－又は－ＣＯ－を示す。ａ及びｂは、それぞれ独立に、０〜４の

整数を示す。 

 Ｒ3〜Ｒ6 は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１〜６のア

ルキル基、炭素数１〜６のアルコキシ基又は炭素数６〜１２のアリール基を示

す。Ｙは、単結合又は脂肪族基もしくは芳香族基を含む有機残基を示す。ｎは、

平均繰り返し数である。〕 

 

【化２】 

 
〔式中、Ｒ11 及びＲ14 は、アルキル基、アリール基、アルコキシ基、アラルキ

ル基又はフェノキシ基を示し、Ｒ12 は、ヒドロキシアリール基又はアルキル置

換ヒドロキシアリール基を示し、Ｒ13 は、ヒドロキシアルキル基、アルキル基、

アリール基、アルキル置換アリール基又は－ＯＲ15（Ｒ15 は水素原子、アルキル

基又はアリール基を示す）を示し、水素原子以外のＲ11〜Ｒ15 はそれぞれ置換基

を有していてもよい。ｐ及びｑは、０〜４の整数を示す。但し、ｐが２以上で

ある場合、複数のＲ1 はそれぞれ同じであっても異なっていてもよく、また、
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ｑが２以上である場合、複数のＲ4 はそれぞれ同じであっても異なっていても

よい。〕 

【請求項２】 

 （Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１００質量部に対して、（Ｃ）

リン系化合物を０．１〜５０質量部含有する、請求項１に記載のポリカーボネ

ート樹脂組成物。 

【請求項３】 

 前記（Ｃ）成分がリン酸エステルである、請求項２に記載のポリカーボネー

ト樹脂組成物。 

【請求項４】 

 （Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１００質量部に対して、（Ｄ）

ポリフルオロオレフィン樹脂を０．０１〜１質量部含有する、請求項１〜３の

いずれかに記載のポリカーボネート樹脂組成物。」（特許請求の範囲の請求項

１〜４） 

 

１ｂ 「【背景技術】 

【０００２】 

・・・ 

 一方、先に本発明者らは、バイオマス材料として、木質系リグニンから誘導

されるリグノフェノールに注目し、ポリカーボネート樹脂又はポリ乳酸を配合

したポリカーボネート樹脂に、特定構造を有するリグノフェノール類を配合す

ることにより、環境性能に優れるとともに、高い流動性及び高い耐衝撃性を有

し、難燃性及び耐熱性に優れるポリカーボネート樹脂組成物を見出している

（例えば、特許文献１参照）。 

・・・ 

【特許文献１】特開２０１０－１５０４２４号公報 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

・・・ 

 そこで、本発明の課題は、耐衝撃性、耐熱性及び色調が良好であり、かつ難

燃性、流動性及び環境性能に優れるポリカーボネート樹脂組成物及びそれを成

形してなる成形体を提供することにある。」 

 

１ｃ 「【発明の効果】 

【００１０】 

 本発明によれば、耐衝撃性、耐熱性及び色調が良好であり、かつ難燃性、流

動性及び環境性能に優れるポリカーボネート樹脂組成物及びそれを成形してな

る成形体を提供することができる。 

 特に、ＰＣ－ＰＯＳの使用によって、耐衝撃性及び難燃性のみならず、流動

性が一層高まった。また、ＰＣ－ＰＯＳとリグノフェノール類との併用の結果、

難燃性改善において相乗効果が得られた。 
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 さらにリン系化合物、特にリン酸エステルを含有させると難燃性のみならず、

色調も改善された。また、ポリフルオロオレフィン樹脂を含有させると、難燃

性の改善効果が大きいばかりでなく、耐衝撃性と色調までもが改善された。」 

 

１ｄ 「【００１７】 

 本発明では、（Ａ）成分のポリカーボネート樹脂は、上記特定のＰＣ－ＰＯ

Ｓを含有する。該ＰＣ－ＰＯＳの含有量は、前記の通り、（Ａ）成分及び後述

する（Ｂ）成分からなる樹脂混合物において、一般式（ＩＩ）で表される構成

単位が０．２〜４質量％となるように調整する必要がある。０．２質量％未満

であると、耐衝撃性及び色調が悪化し、４質量％を超えると、耐熱性が低下す

る。この観点から、該ＰＣ－ＰＯＳの含有量は、（Ａ）成分及び後述する（Ｂ）

成分からなる樹脂混合物において、一般式（II）で表される構成単位が、好ま

しくは０．２〜３質量％、より好ましくは０．６〜３質量％、さらに好ましく

は０．６〜２質量％となるように調整する。・・・」 

 

１ｅ 「【００１９】 

 ここで、（Ａ）成分において、上記特定のＰＣ－ＰＯＳ以外の成分は、後述

する通常のポリカーボネート樹脂であり、芳香族二価フェノール系化合物が用

いられて得られる芳香族ポリカーボネート樹脂であってもよいし、脂肪族二価

フェノール系化合物が用いられて得られる脂肪族ポリカーボネート樹脂であっ

てもよいし、芳香族二価フェノール系化合物と脂肪族二価フェノール系化合物

とを併用して得られる芳香族－脂肪族ポリカーボネート樹脂であってもよい。

これらの中でも、上記特定のＰＣ－ＰＯＳ以外の成分としては、芳香族ポリカ

ーボネート樹脂が好ましい。・・・」 

 

１ｆ 「【００２５】 

［（Ｂ）リグノフェノール類］ 

 本発明では、（Ｂ）成分として、下記一般式（１）で表される部分構造を有

するリグノフェノール類を用いる。（Ｂ）成分によって、ポリカーボネート樹

脂組成物に高い難燃性及び流動性が付与される。・・・」 

 

１ｇ 「【００４５】 

 また、本発明において、上記方法で得られたリグノフェノール類は、さらに

アルカリ処理することにより誘導体化してから、後述するアシル化反応を施し、

アシル化リグノフェノール類として用いることもできる。 

 天然リグニンより相分離プロセスにより得られたリグノフェノール類は、そ

の活性炭素のα位がフェノール誘導体でブロックされているので、総体として

安定である。しかし、アルカリ性条件下ではそのフェノール性水酸基は容易に

解離し、生じたフェノキシドイオンは立体的に可能な場合には隣接炭素のβ位

を攻撃する。これによりβ位のアリールエーテル結合は開裂し、リグノフェノ

ール類は低分子化され、さらに導入フェノール核にあったフェノール性水酸基

がリグニン母体へと移動する。したがって、アルカリ処理されたリグノフェノ
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ール類はアルカリ処理する前のリグノフェノール類よりも疎水性が向上するこ

とが期待される。 

 このときγ位の炭素に存在するアルコキシドイオンあるいはリグニン芳香核

のカルバニオンがβ位を攻撃することも期待されるが、これはフェノキシドイ

オンに比べはるかに高いエネルギーを必要とする。したがって、緩和なアルカ

リ性条件下では導入フェノール核のフェノール性水酸基の隣接基効果が優先的

に発現し、より厳しい条件下ではさらなる反応が起こり、いったんエーテル化

されたクレゾール核のフェノール性水酸基が再生し、これによりリグノフェノ

ール類はさらに低分子化されるとともに水酸基が増えることにより親水性が上

がることが期待される。 

 さらに、上記のとおり、アルカリ処理によりリグノフェノール類の水酸基が

増えることで、後述するアシル化反応によって、リグノフェノール類中にアシ

ル基をより多く導入することができる。 

【００４６】 

（アシル化） 

 上記方法により得られるリグノフェノール類及びアルカリ処理したリグノフ

ェノール類は、側鎖α位へ導入したフェノール誘導体にフェノール性水酸基を

有しており、さらにアルコール性水酸基を有し得る。本発明では、上記フェノ

ール性水酸基の水素原子、さらに場合によってアルコール性水酸基の水素原子

を、疎水性のアシル基で置換したアシル化リグノフェノール類を用いてもよい。

つまり、本発明で言う（Ｂ）成分のリグノフェノール類は、アシル化リグノフ

ェノール類をも含む。 

 リグノフェノール類及びアルカリ処理したリグノフェノール類のアシル化は、

カルボン酸、無水カルボン酸、混合無水カルボン酸等のアシル化剤を反応させ

ればよく、アシル化反応の際、塩基を用いてもよい。アシル化剤の使用量は、

リグノフェノール類及びアルカリ処理したリグノフェノール類の水酸基価に対

し、目的とするアシル化率に応じて決定すればよい。 

 アシル基としては、アセチル基、プロピオニル基、ブチリル基、バレリル基、

ベンゾイル基等が挙げられ、好ましくはアセチル基である。 

【００４７】 

 本発明において、上記アシル化反応により得られるアシル化リグノフェノー

ル類のアシル化率に特に制限は無いが、好ましくは２５％以上である。アシル

化率が２５％以上であれば、ポリカーボネート樹脂組成物の成形時における着

色低減効果を十分に発揮させることができる。 

 さらに、アシル化リグノフェノール類のアシル化率は、アルカリ処理を行っ

たリグノフェノール類であれば、より好ましくは４０％以上であり、また、ア

ルカリ処理を行わないリグノフェノール類であれば、より好ましくは４０％以

上であり、さらに好ましくは６０％以上である。」 

 

１ｈ 「【００４９】 

（（Ａ）成分と（Ｂ）成分の含有比率） 

 本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、（Ａ）成分９９〜５０質量％及び
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（Ｂ）成分１〜５０質量％からなる樹脂混合物を含有する。（Ｂ）成分の上記

含有割合が、１質量％未満では流動性及び難燃性向上の効果が得られず、一方、

５０質量％を超えると成形不能となる。この観点から、本発明のポリカーボネ

ート樹脂組成物は、好ましくは（Ａ）成分９８〜６０質量％及び（Ｂ）成分２

〜４０質量％からなる樹脂混合物、より好ましくは（Ａ）成分９５〜７０質

量％及び（Ｂ）成分５〜３０質量％からなる樹脂混合物を含有する。」 

 

１ｉ 「【００５０】 

［（Ｃ）リン系化合物］ 

 本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、さらに（Ｃ ） 成分としてリン

系化合物を含有させてもよい。該リン系化合物を含有させることにより、本発

明のポリカーボネート樹脂組成物の流動性、難燃性及び色調をさらに改善させ

ることができる。特に、難燃性については、（Ｂ ） 成分との組み合わせによ

って相乗効果が得られるため好ましい。 

 リン系化合物としては、例えば、リン酸エステル、亜リン酸エステル、ホス

ホン酸エステル、ホスフィン等が挙げられる。なかでも、リン酸エステル、亜

リン酸エステルが好ましく、難燃性及び色調の観点からは、リン酸エステルが

より好ましい。 

・・・ 

【００６２】 

 本発明のポリカーボネート樹脂組成物に（Ｃ）成分を含有させる場合、その

含有量は、流動性、難燃性及び色調の観点から、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分か

らなる樹脂混合物１００質量部に対して、好ましくは０．１〜５０質量部、よ

り好ましくは０．５〜２５質量部、より好ましくは１〜２０質量部、さらに好

ましくは２〜１５質量部である。」 

 

１ｊ 「【００６３】 

［（Ｄ）ポリフルオロオレフィン樹脂］ 

 本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、さらに（Ｄ）成分としてポリフ

ルオロオレフィン樹脂を含有させてもよい。該ポリフルオロオレフィン樹脂を

含有させることにより、本発明のポリカーボネート樹脂組成物の難燃性を改善、

さらには耐衝撃性及び色調をも改善させることができる。特に、難燃性につい

ては、（Ｂ）成分との組み合わせによって相乗効果が得られる。 

 ポリフルオロオレフィン樹脂とは、フルオロエチレン構造を含む重合体又は

共重合体であり、例えば、ジフルオロエチレン重合体、テトラフルオロエチレ

ン重合体等の単独重合体；テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレ

ン共重合体、テトラフルオロエチレンとフッ素原子を含まないエチレン系モノ

マーとの共重合体等の共重合体が挙げられる。ポリフルオロオレフィン樹脂の

中でも、好ましくはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）である。 

・・・ 

【００６６】 

 本発明のポリカーボネート樹脂組成物に（Ｄ）成分を含有させる場合、その
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含有量は、耐衝撃性、難燃性及び色調の観点及び目的とする難燃性における溶

融滴下防止性の観点から、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１０

０質量部に対して、好ましくは０．０１〜１質量部、より好ましくは０．０５

〜１質量部、さらに好ましくは０．１〜１質量部である。それぞれの成形品に

要求される難燃性の程度、例えば、ＵＬ９４のＶ－０、Ｖ－１、Ｖ－２等によ

り、他の成分の使用量等を考慮して適宜（Ｄ）成分の含有量を決定することが

できる。」 

 

１ｋ 「【実施例】 

【００７０】 

 本発明を実施例によりさらに詳しく説明するが、本発明はこれらにより何ら

限定されるものではない。 

 各例で得られた樹脂組成物の性能試験は、次のとおりに行った。 

（１）アイゾット衝撃強度（ＩＺＯＤ）：耐衝撃性 

 厚さ１／８インチの試験片を用いて、ＡＳＴＭ規格Ｄ－２５６に準拠し、測

定温度２３℃にてＩＺＯＤ衝撃強度を測定し、耐衝撃性に指標とした。 

（２）熱変形温度（荷重たわみ温度）：耐熱性 

 ＡＳＴＭ規格Ｄ－６４８に準拠し、荷重１．８ＭＰａで熱変形温度を測定し、

耐熱性の指標とした。 

（３）イエローインデックス（ＹＩ）：色調（着色性） 

 １３ショット目以降の成形体を５枚作製し、日本電色工業株式会社製の分光

測色計Σ９０を用いて、測定面積３０φ、Ｃ２光源の透過法で測定し、その平

均値を求めた。値が大きいほど着色性が高く、色調が低下していることを示す。 

（４）酸素指数（ＬＯＩ）：難燃性 

 ＡＳＴＭ規格Ｄ－２８６３に準拠して測定し、難燃性の指標とした。なお、

酸素指数とは、試験片が燃焼を維持するのに必要な最低酸素濃度を空気中の容

量％で示した値である。値が大きいほど、難燃性に優れることを示す。 

（５）ＵＬ９４燃焼試験：難燃性 

 厚み３ｍｍの試験片を用いてアンダーライターズラボラトリー・サブジェク

ト９４（ＵＬ９４）燃焼試験に準拠して垂直燃焼試験を行った。 

（６）メルトインデックス（ＭＩ）：流動性 

 測定条件樹脂温２６０℃、荷重２１．１８Ｎにおいて、ＡＳＴＭ規格Ｄ－１

２３８に準拠して測定し、流動性の指標とした。値が大きいほど流動性に優れ

ることを示す。なお、流動性が高いと、成形温度を高めずに大型製品や薄肉製

品を製造することが可能となる。 

【００７１】 

［製造例１］ポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体１（ＰＣ－

ＰＤＭＳ１）の製造 

（１．オリゴマー合成工程） 

 ５．６質量％水酸化ナトリウム水溶液に後から溶解するビスフェノールＡ

（ＢＰＡ）に対して２０００ｐｐｍの亜二チオン酸ナトリウムを加え、これに

ＢＰＡ濃度が１３．５質量％になるようにＢＰＡを溶解し、ＢＰＡの水酸化ナ
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トリウム水溶液を調製した。このＢＰＡの水酸化ナトリウム水溶液４０Ｌ／ｈ

ｒ、塩化メチレン１５Ｌ／ｈｒの流量で、ホスゲンを４．０ｋｇ／ｈｒの流量

で内径６ｍｍ、管長３０ｍの管型反応器に連続的に通した。管型反応器はジャ

ケット部分を有しており、ジャケットに冷却水を通して反応液の温度を４０℃

以下に保った。管型反応器を出た反応液は後退翼を備えた内容積４０Ｌのバッ

フル付き槽型反応器へ連続的に導入され、ここにさらにＢＰＡの水酸化ナトリ

ウム水溶液２．８リットル／ｈｒ、２５質量％水酸化ナトリウム水溶液０．０

７Ｌ／ｈｒ、水１７Ｌ／ｈｒ、１質量％トリエチルアミン水溶液を０．６４Ｌ

／ｈｒ添加して反応を行なった。槽型反応器から溢れ出る反応液を連続的に抜

き出し、静置することで水相を分離除去し、塩化メチレン相を採取した。この

ようにして得られたポリカーボネートオリゴマーは濃度３２９ｇ／Ｌ、クロロ

ホーメート基濃度０．７４ｍｏｌ／Ｌであった。 

【００７２】 

（２．ＰＣ－ＰＤＭＳ１製造工程） 

 次いで、邪魔板、パドル型攪拌翼及び冷却用ジャケットを備えた５０Ｌ槽型

反応器に、上記で製造したポリカーボネートオリゴマー溶液１５Ｌ、塩化メチ

レン９．０Ｌ、ジメチルシロキサン単位の平均繰り返し数（ｎ）が４０である

アリルフェノール末端変性ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）１，２６６ｇ

及びトリエチルアミン８．８ｍＬ、を仕込み、攪拌下でここに６．４質量％水

酸化ナトリウム水溶液１，３８９ｇを加え、１０分間ポリカーボネートオリゴ

マーとアリルフェノール末端変性ＰＤＭＳの反応を行った。 

 この重合液に、ｐ－ｔ－ブチルフェノール（ＰＴＢＰ）の塩化メチレン溶液

（ＰＴＢＰ１２６ｇを塩化メチレン２．０Ｌに溶解したもの）、ＢＰＡの水酸

化ナトリウム水溶液（ＮａＯＨ５７７ｇと亜二チオン酸ナトリウム２．０ｇを

水８．４Ｌに溶解した水溶液にＢＰＡ１，０１２ｇを溶解させたもの）を添加

し５０分間重合反応を実施した。 

 希釈のため塩化メチレン１０Ｌを加え１０分間攪拌した後、ポリカーボネー

トを含む有機相と過剰のＢＰＡ及びＮａＯＨを含む水相に分離し、有機相を単

離した。 

 こうして得られたポリカーボネートの塩化メチレン溶液を、その溶液に対し

て順次、１５容積％の０．０３ｍｏｌ／ＬＮａＯＨ水溶液、０．２モル／Ｌ塩

酸で洗浄し、次いで洗浄後の水相中の電気伝導度が０．０１μＳ／ｍ以下にな

るまで純水で洗浄を繰り返した。 

 洗浄により得られたポリカーボネートの塩化メチレン溶液を濃縮・粉砕し、

得られたフレークを減圧下１２０℃で乾燥し、ＰＣ－ＰＤＭＳ１を得た。 

 得られたＰＣ－ＰＤＭＳ１のＮＭＲ測定により求めたジメチルシロキサン単

位の量は５質量％、粘度平均分子量（Ｍｖ）は１９，０００であった。 

 この共重合体１００質量部に対して、「ＩＲＧＡＦＯＳ１６８」［トリス

（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、チバ・スペシャルティ・

ケミカルズ株式会社製］０．０５質量部を配合し、ベント付き４０ｍｍφの単

軸押出機によって樹脂温度２８０℃で造粒しペレットを得た。 

・・・ 
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【００７６】 

［製造例５］リグノフェノール類（リグノクレゾール）の製造 

 ブナの木粉をｐ－クレゾールを含むアセトン溶液に浸漬して、木粉にｐ－ク

レゾールを収着させた。収着後の木粉に７２質量％の硫酸を添加し激しく攪拌

した。攪拌停止後浄水を加え放置し、上澄みをデカンテーションする操作を６

回繰り返して酸と過剰のｐ－クレゾールを取り除いた。容器内の沈殿物を乾燥

し、これにアセトンを加え、前記式（２）の部分構造を有するリグノフェノー

ル類（リグノクレゾール）を抽出した後、アセトンを留去することにより得た。 

 なお、詳細な手順は、特開２００１－６４４９４号公報の実施例１に従った。 

【００７７】 

［実施例１〜１２及び比較例１〜９］ 

 表１に示す割合（単位：質量部）で各成分を配合し、押出機（機種名：ＶＳ

４０、田辺プラスチック機械株式会社製）に供給し、２４０℃で溶融混練し、

樹脂組成物のペレットを得た。得られたペレットを、１２０℃で１２時間乾燥

させ後、射出成形機（型式：ＩＳ１００Ｎ、東芝機械株式会社製）を用い、シ

リンダー温度２６０℃、金型温度８０℃の条件で射出成形して試験片を得た。 

 得られた試験片を用いて上記方法に従って性能試験を行い、その結果を表１

及び表２に示した。 

【００７８】 

【表１】 

 
・・・ 

【００８０】 

（表１及び表２中の注釈の説明） 

＊１：製造例１で得たＰＣ－ＰＤＭＳ１、（Ａ）成分 
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・・・ 

＊５：芳香族ポリカーボネート樹脂「タフロンＦＮ１９００Ａ」（出光興産株

式会社製、粘度平均分子量＝１９，５００、ビスフェノールＡから製造された

ホモポリカーボネート樹脂）、（Ａ）成分 

＊６：製造例５で得たリグノフェノール類（リグノクレゾール）、（Ｂ）成分 

＊７：リン酸エステル「ＰＸ２０２」（大八化学工業株式会社製）、（Ｃ）成

分 

・・・ 

＊１０：フィブリル形成能を有するＰＴＦＥ「ＣＤ０７６」（旭アイシーアイ

フロロポリマーズ株式会社製）、（Ｄ）成分 

・・・ 

＊１２：成形不能であったため、未測定 

＊１３：ＵＬ９４燃焼試験における規格に対して不合格」 

 

（イ）刊行物２に記載された事項 

 刊行物２には、以下の事項が記載されている。 

２ａ 「【請求項１】 

 （Ａ）成分及び（Ｂ）成分の合計量に対し、（Ａ）熱可塑性樹脂を９９〜５

０質量％及び（Ｂ）下記一般式（Ｉ）で表される構造を有するリグノフェノー

ルをアシル化することによって得られるアシル化リグノフェノールを１〜５０

質量％含む熱可塑性樹脂組成物。 

【化１】 

 
〔式中、Ｒ1 及びＲ4 はアルキル基、アリール基、アルコキシ基、アラルキル基

又はフェノキシ基を示し、Ｒ2 はヒドロキシアリール基又はアルキル置換ヒド

ロキシアリール基を示し、Ｒ3 はヒドロキシアルキル基、アルキル基、アリー

ル基、アルキル置換アリール基又は－ＯＲ5（Ｒ5 は水素原子、アルキル基又は

アリール基を示す）を示し、水素原子以外のＲ1〜Ｒ5 はそれぞれ置換基を有し

ていてもよく、ｐ及びｑは０〜４の整数を示す。ただし、ｐが２以上である場

合、複数のＲ1 はそれぞれ同じであっても異なっていてもよく、また、ｑが２

以上である場合、複数のＲ 4 はそれぞれ同じであっても異なっていてもよ

い。〕 
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【請求項２】 

 前記（Ｂ）成分のアシル化率が２５％以上である、請求項１に記載の熱可塑

性樹脂組成物。 

【請求項３】 

 前記（Ｂ）成分が、前記一般式（Ｉ）で表される構造を有するリグノフェノ

ールをアルカリ処理した後、アシル化することによって得られるアシル化リグ

ノフェノールである、請求項１又は２に記載の熱可塑性樹脂組成物。 

【請求項４】 

 前記（Ａ）成分が、ポリカーボネート樹脂又はポリカーボネート樹脂とその

他の熱可塑性樹脂との混合物である、請求項１〜３のいずれかに記載の熱可塑

性樹脂組成物。 

【請求項５】 

 請求項１〜４のいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物を成形してなる成形

体。」 

 

２ｂ 「【発明が解決使用とする課題】 

【０００４】 

 本発明は、リグノフェノールを熱可塑性樹脂に配合することによる難燃性及

び高流動性等の高機能化を保持したまま、成形時の着色を抑制するとともに、

熱安定性、耐湿熱性、及び成形外観に優れた熱可塑性樹脂組成物及びそれを用

いた成形体を提供することを目的とする。」 

 

２ｃ 「【０００９】 

 本発明によれば、リグノフェノールをアシル化したアシル化リグノフェノー

ルを用いることにより、リグノフェノールが付与する難燃性及び流動性を保持

したまま、成形時の着色を抑制でき、熱安定性、耐湿熱性及び成形外観に優れ

た熱可塑性樹脂組成物、及びそれを用いた成形体を提供することができる。 

 さらに、アシル化リグノフェノールは、上記特性を樹脂組成物に付与するこ

とができるため、様々な種類の熱可塑性樹脂に配合することで、上記特性を必

要とする用途に拡大することができる。」 

 

２ｄ 「【００４６】 

（アシル化） 

・・・ 

 リグノフェノール及びアルカリ処理したリグノフェノールのアシル化は、カ

ルボン酸、無水カルボン酸、混合無水カルボン酸等のアシル化剤を反応させれ

ばよく、アシル化反応の際、塩基を用いてもよい。アシル化剤の使用量は、リ

グノフェノール及びアルカリ処理したリグノフェノールの水酸基価に対し、目

的とするアシル化率に応じて決定すればよい。 

 アシル基としては、アセチル基、プロピオニル基、ブチリル基、バレリル基、

ベンゾイル基等が挙げられ、好ましくはアセチル基である。 

【００４７】 
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 本発明において、上記アシル化反応により得られるアシル化リグノフェノー

ルのアシル化率は、好ましくは２５％以上である。アシル化率が２５％以上で

あれば熱可塑性樹脂組成物の成形時における着色低減効果を十分に発揮させる

ことができる。 

 さらに、アシル化リグノフェノールのアシル化率は、アルカリ処理を行った

リグノフェノールであれば、より好ましくは４０％以上であり、また、アルカ

リ処理を行わないリグノフェノールであれば、より好ましくは４０％以上であ

り、さらに好ましくは６０％以上である。」（段落００４７） 

・・・ 

【００４９】 

（含有割合） 

 本発明において、（Ｂ）アシル化リグノフェノールの含有割合は、（Ａ）成

分及び（Ｂ）成分の合計量に対し、１〜５０質量％であり、好ましくは２〜４

０質量％、より好ましくは５〜３０質量％である。（Ｂ）熱可塑性樹脂の上記

含有割合が、１質量％未満では流動性及び難燃性向上の効果が得られなく、ま

た、５０質量％を超えると耐衝撃性、難燃性、耐熱性の低下が著しくなる。」 

 

２ｅ 「【実施例】 

【００５３】 

 本発明を実施例によりさらに詳しく説明するが、本発明はこれらにより何ら

限定されるものではない。 

 各例で得られた樹脂組成物の性能試験は、次のとおり行った。 

（１）メルトインデックス（ＭＩ）：流動性 

 測定条件樹脂温２６０℃、荷重２．１６ｋｇにおいて、ＡＳＴＭ規格Ｄ－１

２３８に準拠し測定した。 

（２）アイゾット衝撃強度（ＩＺＯＤ）：耐衝撃性 

 厚さ１／８インチの試験片を用いて、ＡＳＴＭ規格Ｄ－２５６に準拠し、測

定温度２３℃にて測定した。 

（３）酸素指数（ＬＯＩ）：難燃性 

 ＡＳＴＭ規格Ｄ－２８６３に準拠し測定した。酸素指数とは、試験片が燃焼

を維持するのに必要な最低酸素濃度を空気中の容量％で示した値である。 

（４）熱変形温度（荷重たわみ温度）：耐熱性 

 ＡＳＴＭ規格Ｄ－６４８に準拠し、荷重１．８ＭＰａで測定した。熱変形温

度は、耐熱性の目安を示すものである。 

【００５４】 

（５）イエローインデックス（ＹＩ）：着色性 

 １３ショット目以降の成形体を５枚作製し、日本電色工業株式会社製の分光

測色計Σ９０で測定面積３０φ、Ｃ２光源の透過法で測定しその平均値を求め

た。成形体の着色性を示すものである。 

（６）耐湿熱性 

 耐湿熱性は、６０℃、湿度９５％の環境下に３００時間、平板状試験片（８

０ｍｍ×８０ｍｍ×１ｍｍ）を放置した後、目視により表面変形の有無を判定
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した。 

 ○は、表面の変形が認められない。 

 ×は、表面のふくれ、変形が認められる。 

（７）成形外観 

 成形外観は、成形温度２６０℃で射出成形した平板状試験片（８０ｍｍ×８

０ｍｍ×１ｍｍ）を目視によりシルバー発生の有無を判定した。 

 ○は、シルバーの発生が認められない。 

 ×は、シルバーの発生が認められる。 

（８）透明性 

 成形体を目視により観察し透明性を判定した。 

 ○は、透明。 

 △は、透明性があるが霞が有る。 

 ×は、不透明。 

【００５５】 

 また、各例で用いた各成分は次のとおりである。 

（Ａ）熱可塑性樹脂 

（１）ポリカーボネート樹脂：芳香族ポリカーボネート樹脂〔（商品名）タフ

ロンＡ１７００、出光興産株式会社製、粘度平均分子量＝１７，８００〕 

（２）ポリ乳酸：〔（商品名）レイシアＨ１００、三井化学株式会社製〕」 

 

２ｆ 「【００５９】 

［実施例１〜１０及び比較例１〜３］ 

 表１に示す割合（質量部）で上記各成分を配合し、押出機（機種名：ＶＳ４

０、田辺プラスチック機械株式会社製）に供給し、２４０℃で溶融混練し、ペ

レット化した。なお、すべての実施例及び比較例において、フェノール系酸化

防止剤としてイルガノックス１０７６（ＢＡＳＦ社製）０．２質量部及びリン

系酸化防止剤としてアデカスタブＣ（株式会社ＡＤＥＫＡ製）０．１質量部を

それぞれ配合した。得られたペレットを、１２０℃で１２時間乾燥させ後、射

出成形機（型式：ＩＳ１００Ｎ、東芝機械株式会社製）シリンダー温度２６

０℃、金型温度８０℃の条件で射出成形して試験片を得た。得られた試験片を

用いて性能を上記性能試験によって評価し、その結果を表１に示した。 

［参考例１］ 

（Ｂ）成分及びリグノフェノールを用いず、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹

脂を用いた以外は、上記実施例及び比較例と同様にして試験片を得、得られた

試験片について性能を上記性能試験によって評価し、その結果を表１に示した。 

【００６０】 

【表１】 
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」 

 

ウ 刊行物１に記載された発明 

 刊行物１には、請求項１を引用する請求項２を引用する請求項３を更に引用

する請求項４の記載を書き下すと、 

「（Ａ）主鎖が一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位及び一般式（ＩＩ）で表

される構成単位（但し、ｎ＝１５〜２００）を有するポリカーボネート－ポリ

オルガノシロキサン共重合体を含有するポリカーボネート樹脂９９〜５０質

量％、及び 

（Ｂ）下記一般式（１）で表される部分構造を有するリグノフェノール類１〜

５０質量％からなる樹脂混合物であって、一般式（ＩＩ）で表される構成単位

の含有量が、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物において０．２〜

４質量％である樹脂混合物を含有するポリカーボネート樹脂組成物であって、 

（Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１００質量部に対して、（Ｃ）

リン系化合物を０．１〜５０質量部含有し、前記（Ｃ）成分がリン酸エステル

であり、 

（Ａ）成分及び（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１００質量部に対して、（Ｄ）

ポリフルオロオレフィン樹脂を０．０１〜１質量部含有する、ポリカーボネー

ト樹脂組成物（当審注：一般式（Ｉ）、（ＩＩ）及び（１）の記載は省略す

る。）」が記載されている（上記１ａ）。 

 また、刊行物１には、請求項４に係るポリカーボネート樹脂組成物の具体例

である実施例９として、（Ａ）成分の「製造例１で製造したＰＣ－ＰＤＭＳ１」

２０質量部、芳香族ポリカーボネート７０質量部、（Ｂ）成分の「製造例５で

製造したリグノフェノール類（リグノクレゾール）」１０質量部、（Ｃ）成分

の「リン酸エステル１」（リン酸エステル「ＰＸ２０２」（大八化学工業株式

会社製））５質量部、及び（Ｄ）成分のポリフルオロオレフィン樹脂０．３質

量部からなるポリカーボネート樹脂組成物が記載されている（上記１ｋ）。 

 ここで、上記「ＰＣ－ＰＤＭＳ１」は、請求項１に記載のポリカーボネート

であるポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体（ＰＣ－ＰＯＳ）

の具体例であり、一般式（ＩＩ）におけるＲ３〜Ｒ５がメチル基であり、Ｙが

単結合であるポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体（ジメチル

シロキサン単位は５質量％）である（上記１ｋ）。 
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 そして、実施例９のポリカーボネート樹脂組成物はその総量が１０５．３質

量部であり、各成分の配合量を質量％に換算すると、「ＰＣ－ＰＤＭＳ１」が

１８．９９質量％、芳香族ポリカーボネートが６６．４８質量％、リグノフェ

ノール類であるリグノクレゾールが９．５０質量％、リン酸エステルが４．７

５質量％、ポリフルオロオレフィン樹脂が０．２８質量％となる。 

 

 そうすると、刊行物１には、「ポリカーボネートであるポリカーボネート－

ポリジメチルシロキサン共重合体（ジメチルシロキサン単位は５質量％）１８．

９９質量％、芳香族ポリカーボネート６６．４８質量％、リグノフェノール類

であるリグノクレゾール９．５０質量％、リン酸エステル４．７５質量％、及

びポリフルオロオレフィン樹脂０．２８質量％からなるポリカーボネート樹脂

組成物」（以下、「引用発明Ａ」という。）が記載されていると認める。 

 

エ 本件補正発明について 

（ア）対比 

 そこで、本件補正発明と引用発明Ａとを対比する。 

 引用発明Ａの「ポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体（ジメ

チルシロキサン単位は５質量％）」はポリカーボネート樹脂の一種であるから

（上記１ａ及び１ｄ）、「ポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合

体（ジメチルシロキサン単位は５質量％）」及び「芳香族ポリカーボネート」

は、本件補正発明の「ポリカーボネート」に相当する。 

 また、引用発明Ａの「リン酸エステル」は、樹脂組成物に難燃性を付与する

化合物であり（上記１ｉ）、難燃剤といえるものであるから、本願補正発明の

「リン系難燃剤」に相当し、引用発明Ａの「ポリカーボネート樹脂組成物」は、

本件補正発明の「樹脂組成物」に相当する。 

 更に、引用発明Ａの「リグノフェノール類であるリグノクレゾール」は、リ

グノフェノール類である限りにおいて、本件補正発明の「アセチル化リグノフ

ェノール」と一致するといえる。 

 そして、引用発明Ａにおいて、上述のように、ポリカーボネート－ポリジメ

チルシロキサン共重合体と芳香族ポリカーボネートはいずれもポリカーボネー

ト樹脂であり、これらの合計量は８５．４７質量％であるから、本件補正発明

と引用発明Ａは、ポリカーボネートを主成分とする組成物である点で共通する

といえる。 

 また、引用発明Ａは、酸化防止剤を含まないものである。 

 そうすると、本件補正発明と引用発明Ａとは、「ポリカーボネートを主成分

とし、リグノフェノール類と、リン系難燃剤とを含み、酸化防止剤が０．０７

質量％以下である、樹脂組成物」である点で一致し、次の点で相違するといえ

る。 

 

（相違点１）ポリカーボネートの配合量が、本件補正発明では「４０〜７９．

７質量％」であるのに対し、引用発明Ａでは「８５．４７質量％」である点 

（相違点２）リグノフェノール類の種類及び配合量が、本件補正発明では「ア
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セチル化リグノフェノール１０〜２０質量％」であるのに対し、引用発明Ａで

は「リグノクレゾール９．５０質量％」である点 

（相違点３）リン系難燃剤の配合量が、本件補正発明では「１０〜２０質量％」

であるのに対し、引用発明Ａでは「４．７５質量％」である点 

 

（イ）検討 

ａ 相違点１及び相違点２の配合量について 

 刊行物１には、（Ａ）成分と（Ｂ）成分からなる樹脂混合物に関して、流動

性及び難燃性向上並びに成形性の観点から、（Ａ）成分５０〜９９質量％及び

（Ｂ）成分１〜５０質量％とすることが記載されており（摘記（１ｈ））、

（Ａ）成分の配合量を（Ｂ）成分と同程度まで少なくすることも示唆されてお

り、実施例では（Ａ）成分を７０質量部とし、（Ｂ）成分を３０質量部とした

具体例も記載されている（上記１ｋの表１）。 

 そうすると、引用発明Ａにおいて、（Ａ）成分の配合量を減らして（Ｂ）成

分の配合量を増やすことは動機付けられ、（Ａ）成分であるポリカーボネート

樹脂を８５．４７質量％から４０〜７９．５質量％に減らし、（Ｂ）成分であ

るリグノフェノール類を９．５質量％から１０〜２０質量％に増やすことは当

業者が容易に想到し得たことであるといえる。 

 

ｂ 相違点２の「アセチル化リグノフェノール」について 

 刊行物１には、樹脂組成物に含有させるリグノフェノール類として、着色低

減効果の観点から、アシル化リグノフェノール類をも含み、アシル基として好

ましくはアセチル基であることが記載されている（上記１ｇ）。 

 また、刊行物２には、カーボネート樹脂を含む熱可塑性樹脂組成物に含有さ

せるアシル化リグノフェノールとして、アセチル化したリグノフェノール類を

用いることで、流動性及び難燃性を向上でき、さらには着色低減効果にも優れ

ることが記載されている（上記２ｃ及び２ｄ）。さらに、刊行物２の実施例１

及び８と比較例１との対比、実施例１０と比較例３との対比から、リグノフェ

ノールに代えてアセチル化リグノフェノールを用いることで、着色性の指標で

あるイエローインデックスの数値を小さくできることも確認できる（上記２

ｆ）。 

 そうすると、引用発明Ａにおいて、樹脂組成物の着色低減効果が得られるよ

うに、リグノフェノール類としてリグノクレゾールに代えてアセチル化リグノ

フェノールを用いることは当業者が容易に想到し得たことである。 

 

ｃ 相違点３について 

 刊行物１には、（Ｃ）成分であるリン酸エステルの配合量について、流動性、

難燃性、色調の観点から、（Ａ）成分と（Ｂ）成分からなる樹脂混合物１００

質量部に対して０．５〜２５質量部とすることが好ましい範囲であることが記

載されており（上記１ｉ）、上記ウで述べたように、引用発明Ａにおける（Ｃ）

成分の配合量は５質量部であるから、刊行物１の上記記載に基づいて（Ｃ）成

分の配合量を増やすことが動機付けられるといえる。 
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 そうすると、引用発明Ａにおいて、（Ｃ）成分の配合量を４．７５質量％か

ら、１０〜２０質量％とすることは当業者が容易に想到し得たことであるとい

える。 

 

（ウ）本件補正発明の効果について 

 本願明細書には、「本発明によれば、難燃性、加工性、透明性、および成形

後の機械的強度に優れた樹脂組成物を提供することができる。」（【００１

５】）と記載され、具体的には実施例１及び２と比較例１の対比から、本件補

正発明は、アセチル化リグノフェノールを用いることにより、流動性（「ＭＦ

Ｒ」値）と難燃性（「有炎燃焼時間の合計」の値）が改善されることを確認で

き、また、実施例１及び２と実施例３との対比から、本件補正発明の配合割合

とすることにより、流動性に優れ、所定の難燃性及び透明性を有することが確

認できる。 

 一方、刊行物１には、「特定構造を有するリグノフェノール類を配合するこ

とにより、環境性能に優れるとともに、高い流動性及び高い耐衝撃性を有し、

難燃性及び耐熱性に優れる」こと（上記１ｂ）、「リン系化合物、特にリン酸

エステルを含有させると難燃性のみならず、色調も改善された」こと（上記１

ｃ）。リグノフェノールの「アシル化率が２５％以上であれば、ポリカーボネ

ート樹脂組成物の成形時における着色低減効果を十分に発揮させることができ

る」こと（上記１ｈ）がそれぞれ記載されている。 

 また、刊行物２には、「リグノフェノールをアシル化したアシル化リグノフ

ェノールを用いることにより、リグノフェノールが付与する難燃性及び流動性

を保持したまま、成形時の着色を抑制でき、熱安定性、耐湿熱性及び成形外観

に優れた熱可塑性樹脂組成物、及びそれを用いた成形体を提供することができ

る」こと（上記２ｃ）が記載されており、実施例１、５〜９と比較例１との対

比、及び実施例３と比較例２との対比から、アセチル化リグノフェノールを含

有することにより、透明性、耐衝撃性、熱安定性、耐湿熱性及び成形外観が向

上することを具体的に確認することができる。 

 そうすると、本件補正発明において具体的に確認できる流動性、難燃性及び

透明性に関する上記効果は、刊行物１及び２の記載から予測し得るものであり、

格別顕著なものとはいえない。 

 

（エ）審判請求人の主張について 

 審判請求人は、審判請求書の手続補正書（方式）において「アセチル化リグ

ノフェノール０質量％の比較例２は、有炎燃焼時間１１（ｓ）であり、アセチ

ル化リグノフェノール７．５質量％の実施例３は、有炎燃焼時間３８（ｓ）で

す。つまり、ポリカーボネートにアセチル化リグノフェノールを添加すると、

加工性は良くなっているものの、有炎燃焼時間が大幅に長くなっています。し

かし、アセチル化リグノフェノール１０質量％の実施例２は、有炎燃焼時間８

（ｓ）であり、実施例３と比べて、一転して有炎燃焼時間が短くなります。つ

まり、本願請求項に係る発明は、アセチル化リグノフェノールの含有量を１０

質量％以上とすることで、樹脂としてポリカーボネートのみを使用する場合と
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比べ、加工性が向上するだけでなく、アセチル化リグノフェノールを添加して

いるにもかかわらず、有炎燃焼時間を短くすることができるものです。よって、

本願請求項に係る発明は、引用文献１〜４からは予想もできない優れた効果を

有するものです」と主張する。 

 しかしながら、アセチル化リグノフェノールを含まない比較例２における

「有炎燃焼時間の合計」が１１秒であるのに対して、本件発明１のアセチル化

リグノフェノールの範囲内である１５．０質量％の量で含む実施例１では２９

秒であり、アセチル化リグノフェノールの配合量を１０質量％以上とすること

で加工性が向上するだけでなく、有炎燃焼時間を短くすることができるという

効果があるとは認められない。 

 よって、上記主張は採用することはできない。 

 

（３）小括 

 以上のとおり、本件補正発明は、本願の出願日前に、日本国内で頒布された

刊行物１及び２に記載された発明に基いて当業者が容易になし得たものであり、

特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができず、特許出願の際

独立して特許を受けることができないものである。 

 

３ 補正の却下の決定のむすび 

 したがって、本件補正は、特許法第１７条の２第６項において準用する同法

第１２６条第７項の規定に違反するので、審判請求時の手続補正は、同法第１

５９条第１項において読み替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却

下すべきものである。 

 よって、［補正の却下の決定の結論］のとおり決定する。 

 

第３ 本願発明について 

１ 本願発明 

 令和元年１１月２０日付けの手続補正は、上記のとおり却下されたので、本

願発明は、平成３１年４月３日になされた手続補正により補正された特許請求

の範囲の請求項１〜６に記載された事項により特定されるとおりのものである

ところ、その請求項１に係る発明（以下「本願発明」という。）は、以下のと

おりのものである。 

「ポリカーボネート４０〜８２．２質量％と、アセチル化リグノフェノール３

〜２０質量％と、リン系難燃剤１０〜２０質量％とを含み、酸化防止剤が０．

０７質量％以下である、樹脂組成物。」 

 

２ 原査定の拒絶の理由 

 原査定の拒絶の理由の概要は、本願発明は、その出願前に頒布された刊行物

１及び２に記載された発明に基いて、その出願前にその発明の属する技術の分

野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたものである

から、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができない、とい

うものである。 



 20 / 21 

 

 

３ 引用文献 

 原査定の拒絶の理由に引用された刊行物１及び２、並びにそれらの記載事項

は、上記第２の２（２）ア及びイに記載したとおりである。 

 そして、刊行物１には、第２の２（２）ウに記載されたとおり、引用発明Ａ

が記載されている。 

 

４ 対比・判断 

 本願発明は、上記第２の［理由］２（２）エで検討した本件補正発明の「ポ

リカ―ボネート４０〜７９．７質量％」を本件補正前の「ポリカーボネート４

０〜８２．２質量％」とし、「アセチル化リグノフェノール１０〜２０質量％」

を本件補正前の「アセチル化リグノフェノール３〜２０質量％」にしたもので

ある。 

 そして、本願発明の発明特定事項を全て含む本件補正発明が、上記第２の

［理由］２（２）エで述べたように、刊行物１に記載された発明、並びに刊行

物１及び２に記載された事項に基づいて当業者が容易に発明をすることができ

たものであるから、本願発明も、刊行物１に記載された発明、並びに刊行物１

及び２に記載された事項に基づいて当業者が容易に発明をすることが 23/E 

できたものである。 

 

第４ むすび 

 以上のとおり、本願発明は、刊行物１に記載された発明、並びに刊行物１及

び２に記載された事項に基づいて当業者が容易に発明をすることができたもの

であり、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができないから、

他の請求項に係る発明について検討するまでもなく、本願は拒絶されるべきも

のである。 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

 

  令和２年９月１４日 

 

審判長 特許庁審判官 佐藤 健史 

特許庁審判官 近野 光知 

特許庁審判官 安田 周史 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

〔審決分類〕Ｐ１８ ．１２１－Ｚ （Ｃ０８Ｌ） 
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審判長 特許庁審判官 佐藤 健史 8933 

特許庁審判官 安田 周史 3445 

特許庁審判官 近野 光知 9260 

 


